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分権と改革
一 分権時代の地方行政とその視座設定一

中 邨 章

は じ め に

地方分権の時代に対応するため,地 方自治体では今,各 地で行政改革を進

める途次にある。今回,そ うした試みのごく一部を,様 々な角度から調査 し

てみた。 ここでは,そ の結果を総括するという形で,本 稿を進めていきたい

と思 う。それに先立 ち,地 方 レベルで進行中の改革の舞台になる,条 件設定

について改めて確認 しておきたいと思 うω。

要点は二つある。

一つは,分 権時代になると 「政府間関係」が変化するという論点である。

これまで 「集権 ・融合」を軸 としてきたわが国の国 ・地方関係は,今 後,

「分権 ・融合」を基本 した形に移行すると見込まれる。 この点 は後 に紹介す

るが,こ れにはもう一つ別の変化が連動 している。分権が進むと府県や市町

村の 「役割や機能」が変わるというのが,そ れである。

地方行革を検討する作業に移る前に,そ れ ら政府間関係と自治体機能の変

化についてやや くわ しく考察 していくことが望ましい。その理由は,上 に挙

げた変化が,地 方行革の目的,広 がり,そ れに成果などに,大 きく関わって

いると考えられるからである。地方 レベルの行革 は,良 かれあしかれ,分 権

の時代に起 こる様々な変革 とは無縁ではありえない。分権時代に発生する中
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央地方関係の変化や自治体の機能変動は,地 方行革の範囲や方向を規定する

要件である。

そうした観点に立 って,こ の稿でははじめに,分 権時代のわが国自治体に

予定される新 しい機能や役割を考察するはずである。 くり返 しになるが,そ

れが地方行革 という事業が進む舞台になるというのが,こ こでの考えである。

簡単に言 うと,こ の先,日 本の自治体は中央政府 との間で,「 分権 ・融合」

型の政府間関係を発展 させる。その一方,自 治体はこれまでのように様々な

事業を実施に移す事業機関から,政 策主体や経営機関に変わる。文字通 りの

自治組織になることが期待されるが,こ こではまず,そ うした変化を促す行

革の枠組みを設定 し,そ れを基本につづけて今回調査の総括を進める。

1.地 方行政の分権 と融合一地方行革の枠組み設定

わが国の自治体行政は,し ば しば 「集権」と 「分権」,そ れに 「分離」 と

「融合」という四つの枠組みで説明されることがある(天 川,1986;西 尾,

1990,pF.420～438)。 これまで,わ が国の地方行政は国か ら様々な統制を受

けてきた。ごく最近まで,機 関委任事務という手法が問題視され,そ れが日

本の地方行政の集権度を表す重要な指標と考えられきている。わが国の地方

行政で,「集権」 は無視することのできない特質である。

そのことは,改 めて指摘す るまでもない。ただ実務という点になると,わ

が国の政府間関係は集権の伝統 とは異なる,や や異質の形態をとるとも言わ

れてきた。 日本では,中 央政府が地方 自治体の事務執行に深い関心 と注意を

払 う。 ところがそれだけに,中 央政府 は地方 自治体に手を貸 し,両 者が協働

しながら各種課題の処理にあたるという場面 も多い。義務教育や保険衛生,

それに民生などの実務が,そ の典型である(2)。こうした行政分野で中央政府

と自治体が協働 して行政課題 に対応する姿は,こ れまで融合という表現でと
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図 で 集権 ・分権,分 離 ・融合 の政府 間関係
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らえられてきた。集権とは異なる,わ が国の地方行政がかかえる,も う一つ

の特徴である。

この先,分 権の時代に入ると,わ が国の地方行政がもつ伝統的な性格は,

相当,変 化するはずである。 また,そ うでなければ,分 権を推進する意味が

なくなる。「集権」と 「分権」,そ れに 「分離」 と 「融合」の四つの要件を軸

に,'日本の地方行政の今後を考えた場合,わ が国には少なくとも二つの選択

肢があるように思える。

一つは分権の時代に自治体が中央政府から独立 し,国 とは別個,分 離 した

形で地方行政を進める方向である。それを,「分権 ・分離」型 と呼ぶ ことが

できる。 もう一つは,「分権 ・融合」型である。分権の時代 になると,地 方

自治体自らが決定を下す場面や,裁 量を効かせる状況 も増え る。「分権 ・融

合」型では,仮 にそうなったとしても国との分離はもとめず,引 きつづ き中

央政府と協働で問題にあたろうとする。この先,日 本の自治体には,ア メ リ

カやカナダのような 「分権 ・分離」型で地方行政を進めるのか,あ るいは,

分権に融合を加味 した日本独自の 「分権 ・融合」方式を採るのか,そ の選択

が迫 られる。

この決断には,い ろいろな要件を考慮 に入れる必要がある。たとえば,地
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理などの物理的問題,あ るいは,行 政効率や経済性,さ らには政策効果など

への配慮である。日本に固有の条件を考えると,わ が国の地方行政は分権と

いう状況の下で,今 後,中 央政府と協働する 「分権 ・融合」方式をとる可能

性が高い(こ のあたりの論点について,本 稿は佐々木,1999,pp.11～14か

ら示唆を得ている)。

たとえば,都 市計画行政や高齢者福祉の場合,そ れらの事務権限は多 くが

自治体に移譲される。 この先,ま ちづ くり行政や高齢者対策の中心は自治体

になる。 しかし,各 地の自治体がそれぞれ分離 し,各 々が個別に政策をつく

りはじめると,地 方行政はバ ラバ ラになる。その点では,わ が国はすでに都

市行政の面で,1968年 までつついた旧都市計画法の時代 に大 きな失敗を し

ている。市長を重視 した旧都市計画法の下で,ま ちづくりは混在 し混乱 した

上,統 一性を欠いた日本の町並みが出現 した。

これからの地方行政では,地 方 自治体がそれぞれ個別に策定する政策は,

いずれかの時点で他の地域との調整を受け,整 合性が図られることが必要に

なる。そうでなければ,各 地の自治体が策定する政策は,他 の自治体と衝突

したり,あ るいは,亀 裂や対立を起こす事例がますます増える。日本の場合,

もっとも大 きな問題は,そ うした調整機能をだれが担 うかということにある。

分権時代の政策調整は,集 権時代の画一化とは異なる。集権の時代に,地 方

行政 は中央政府によって統一化が図 られ,地 域の政策は特色が乏 しいものに

なった。

結論か らいうと,政 策調整は中央政府と自治体が同 じ目線で検討を進める

協働作業になることが理想的である。日本のような国土の狭いところで,ア

メリカやカナダのように地方行政が完全な分離型をとることには無理が多い。

すでにくり返 し指摘 してきたように,「分離 ・分離」型はかえって地方行政

を混乱させ,政 策の機能不全を引き起 こす。

その点,「 分権 ・融合」型は,日 本の実状をふまえた現実的路線である。
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従来とのちがいは,中 央政府 と地方自治体がそれぞれの立場から,政 策が特

定の地域に特殊化することと,そ れが一般化することのバランスを考えるこ

とである。この協働作業 こそが,分 権時代に必要とされる政策の調整メカニ

ズムに他ならない。これからの地方行政は,そ うした中央政府と自治体が役

割を協働する 「分権 ・融和」型でしかあり得ない。協働の調整メカニズムが

定着 してはじめて,わ が国の地方行政は分権化の時代にふさわしい,「本物」

に成長することができる。

そうした論点を図式化 しようとしたのが,図1(集 権 ・分権,『分離 ・融合

の政府間関係)で ある。やや実状を極端化 しているという印象は否めないが,

この図式にはあえて現状を整理する道具としての役割をもたせている。中央

政府がつよい権限をもち,中 央政府が自治体行政の枠組みを決あるが,そ の

範囲のなかで,地 方団体が様々な事務の実施を独立 した形で進める国々があ

る。オース トラリアやイギ リスが,こ のパターンに比較的,近 い。 オースト

ラリアでは連邦政府と州政府の力が衝突することが多い。最近では,権 限は

中央政府に傾斜する傾向が見 られる。ただ,そ うであっても様々なサービス

の提供ということになると州政府が今 日でもつよい権限を保有 している。イ

ギ リスもサ ッチャー時代以後,権 限は中央に集められてきているが,自 治体

がそれぞれの事務の執行では第一責任者になっている(Considine,1999)。

一方
,ア メリカやカナダは分権の国である。ことにケベ ック州を抱えるカ

ナダでは,州 政府 は中央政府を越える権限を もっことがある。地方行政 も地

域によって異なる分離型をとってきている。 カナダの中心部に位置する トロ

ント地方の行政は,西 海岸のバ ンクーバーなどでは大 きく異なる。同 じ国と

は思えないことも多い。 アメリカはカナダほど極端ではないにしろ,相 対性

という観点か らすると,分 権に合わせ行政が州や自治体で分離 した形式をと

る国である。

すでに指摘 してきたように,わ が国は権限を中央に集めなが ら,行 政実務
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の実施 という側面では中央政府と自治体が協働することの多い国になってき

た。アメ リカやカナダとは対局に位置する行政運営を行 ってきた国というこ

とになるのかも知れない。それを,図1に あるようにヨコに平行移動 し,分

権ではあるが自治体事務の執行に関しては,地 方団体は中央政府と引きつづ

き連携作業を行 っていく形に変えることが望まれる。それが,こ れか らの分

権時代,自 治体の目指すべき座標軸になる。

2.事 業主体から政策経営主体へ一地方行革の背景

地方 レベルの行政改革は,こ れまで見てきた 「分権 ・融合」という地方行

政の枠組みを念頭に進める必要がある。それを軽視 した行革は,地 方行政の

将来にとってはマイナスである。「わるい行革」 ということになるのか もし

れない。 これとは別にもう一つ,地 方行革 を規定する重要な状況がある。そ

れは,府 県の機能と市町村の役割が分権時代に移って変化するという要素で

ある。

その点を考えるに先立ち,簡 単ではあるが,日 本の地方自治体がもつ特色

を,ア メリカとの比較で考察 しておこうと思 う。あまり認識 されていないが,

わが国の地方自治体 は行政活動では質と量の両面において,ア メ リカをはる

かに越える規模を誇 っている。ただ,ア メ リカの自治体は日本の場合 と異な

り,経 済活動に対する関心が高い。そのこともあって,ア メ リカの地方行政

機関は一般的に,都 市経営につよい興味を示し,さ まざまな政策を独 自につ

くり出そうとする。経営体や政策体 としての意識が高いのが,ア メリカの地

方団体である。 それ らの機能が,わ が国の自治体にはこれまで乏 しかった。

これから拡大が必要とされる資質である(中 邨,1999a,pp.128～129)。

日本の自治体関係者がアメリカに出かけて,地 方自治体が重要な政策を担っ

ていないことにおどろくことがある。なかには,「 日本に比べると,ア メリ
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力の自治体はだめだ」 という感想を持ち帰 る人びとも多い。ところがこれは,

日本とアメリカでは地方自治体のよって立つ基盤が違うことを理解 しない見

方である。重要な点は,ア メ リカと日本では,国 の役割 と地方団体の責任と

の間にネジレが見 られることである。 このことを,な によりもはじあに理解

しておかなければならない。

アメリカでは地方団体が経済開発や都市整備,そ れに地域の活性化などに

熱心である。そのために,自 治体自身がいろいろな政策を独自に開発する。

これは,ア メリカではどの地方に出かけても,ま ちの中心部はほとんどが荒

廃 し,自 治体の財政やイメージに大 きな打撃をあたえているからである。 し

たがって,地 方 自治体の多 くは,ビ ジネス界の人びとと共同歩調をとるのが

普通である。経済界と手を合わせてまちの振興に努力する,場 合によっては,

日本など外国まで代表団を送り出す思い切った方策 も考える。企業誘致など

がその目的であるが,ア メリカの地方自治体にとって,そ れほどまちの経済

開発 は大きな課題になっている。 まちの行政より都市の経営に意識が働 く,

アメリカ地方行政のもつ特異 な性格と言いうる。

その反面,住 民の間の所得格差やマイノリティの地位改善など,社 会性の

高い課題に関してアメリカの地方団体は比較的冷淡である。 アメリカの地方

団体は,社 会性のつよい正義や平等などの問題は,国 の仕事と考えてきてい

る。アメリカの地方 自治体の間につよい伝統的な政府観 によるとゴ所得格差

の改善にっとめ,マ イノリティの地位を是正するのは,連 邦政府なのである

(JudoandSwanstrom,1998,pp。1～11)。

この点は,わ が国 とは異なる。 日本では,中 央政府が経済開発を演出 して

きた。一方,地 方自治体は住民の平等を考え,市 民生活の格差是正に力を注

いできている。わが国では自治体が福祉や民生,そ れに保健や教育など住民

生活に密着 した課題を担 う第一責任者である。そのために,わ が国の自治体

は活動範囲と活動内容の両面において,ア メリカをはるかに越える量を誇 っ
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ている。 自治体関係者がアメ リカに出かけて,活 動量の少ないアメリカの地

方行政におどろくのは,そ のためである。ただ,日 本の自治体は社会的な課

題にとり組んできた分,経 営 という課題からは距離をお くことになった。平

等や格差是正 という問題に関心を寄せ,行 政に経営概念を持ち込むことをで

きるだけ避けてきた。そこに,わ が国地方行政のいちじるしい特徴が見 られ

る。

また,日 本では地方 自治体が政策主体になることにも躊躇があった。わが

国の集権型の地方制度が,そ の理由である。誤解を恐れず言うなら,日 本で

は自治体は政策主体に も経営主体にはなれなかった。 そうなることを中央政

府が許 さなかった し,地 方制度 もそれをむずか しくしてきた。

図2日 米における政府 ・地方自治体の機能一比較対照

中 央 政 府 地方 自治体

経済開発

社会問題

日 本 ア メ リカ 日 本 ア メ リカ

○ ○

○ ○

分権化が進むと,わ が国の府県と市町村の双方に,機 能の面で様々な変化

が表れる。多分に希望的な観測になるが,そ のうち,行 政改革との関連では,

つぎのものが重要になる。

まず,首 長の機能に変化が起こる。これまで国の省庁や大臣に集まってい

た権限の多 くが,今 後,首 長中心になる。それに伴い,首 長が国からの統制

を離れ,自 治体の代表 として純化される。文字通 り,首 長は地方公共団体の

リーダーとして,行 政機関の最高責任者になるはずである。

その行政機関 というと,タ テ割 りの弊害が緩和 される。国から委託 される

責任は 「法定受諾事務」 として残るが,そ れには協議などのルールが設けら

れる。従来のように,国 が地方に仕事を強制するという時代は終わるはずで
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ある。両者は上下か ら水平関係に移行 し,そ の文脈のなかで,相 互に理解を

深めなが ら様々な行政事務の処理にあたる時代がはじまる(辻 山,1999)。

また,中 央政府の管理か ら比較的,自 由になる自治体では,従 来 とは異な

り政策主体 としての性格を持つことになる。自己決定権が拡大 し,地 方行政

に関わるいろいろな政策 は,自 治体 レベルで企画され,成 案になり,そ の実

施 と評価までが一貫 して行われる。地方行政は,国 など他の機関の監査や監

督を受けなくなる分,自 己完結化する割合が増える。

さらに言 うと,こ れか らの自治体行政では,創 意工夫,つ まりイノベーショ

ンが重要になる。地域の将来について 「意識」 し,「認識」を深あ,「知識」

を増やすことの3識 が,地 方行政に関わる人びとにもとめられる。それは,

地方行政が国の指導する 「護送船団方式」から,自 由市場方式に転換する可

能性が増えるか らである。 この時代に即応するため,自 治体には事業主体や

政策機関であると同時に,経 営主体になることがもとあられる(辻 山,1997)。

もとより,そ うした変化が本当に起るのかという点になると,ま だまだ問

題が山積 している。ただ,方 向性 ということでは,自 治体経営が,今 後,本

格化することが期待される。その点で,ア メリカの地方機関から学ぶべき点

は多いと言いうる。

3.地 方行政の改革一実績と課題

(1)課 題設定と手順

これまで,わ が国の地方行政は今後,中 央政府との関係において分権と融

合を基軸 としながら,・自治体が政策機関や経営機関に成長することが必要と

いう論点を紹介 してきた。 これが,地 方行革の進むべき座標軸というのが,

本稿がくり返 し指摘 してきた要点である。それでは,地 方 レベルの行政改革

は今,ど のような状況にあるのか。その成果をつぎに検討 しておきたいと思
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う。手順は,以 下のようになる。

まず,行 政改革をはじめに定義 してみる。それにもとづいて戦後の地方行

:革を簡単にふ り返 り,現 在進行中の試みの特色を摘出しておく。その後,多

岐多様にわたる行革を内容や方法などの点から,い くつかの形態に分類する。

複雑な力学で動 く行革を整理 し,そ こになにが しかの意味を見い出そうとす

るのが,そ の意図である。つづけて,自 治体 レベルで行政改革が成功する秘

訣を,過 去の事例から探 ってみたいと思 う。人材か,時 の勢いか,あ るいは,

住民の関心か,地 方行革を成功に導 く誘因は複雑で複合的である。

そうした成果を素材に しながら,こ こでは最終的に,す でに見てきた地方

行政の座標軸 と,地 方行革の実績 との格差を検証 して見たいと考える。やや

結論 らしいことを示 しておくと,今 まで進められてきた地方行革 は,ほ とん

どが 「閉鎖型」のような印象を受ける。自治体の行革 は財政や人事,そ れに

事務事業などの改善 に力点がおかれ,地 方行政の将来と必ず しも結びついて

いないというのが,こ れまで地方行革を観察 した感想である。行革には短期

的な戦術 と同時に,長 期的な戦略が不可欠である。分権と融合,政 策や経営

機関に成長することが戦略にあたるが,目 下の行革はほとんどが,そ うした

課題 との連携性を視野に入れていない。その意味で行政改革は,従 来の 「閉

鎖型」か ら,長 期的な戦略に結びついた 「開放 システム」に転化することが

望 まれる。 その点は,こ れか らの論議で明 らかにしたいと考える。

(2)行 革が行革を必要 とする一過去から学ぶ

従来か ら,行 政改革は終了するとほとん ど時間をおかず,つ ぎの行政改革

を必要 とす ると言われてきた(Peters,1998,pp.130～131)。 今 までの経験

で言 うと,行 革 は一過性のものには終わらない。周期性 と継続性がつよい試

みである。今,問 題 にしているわが国の地方行革もその例外ではありえない。

戦争が終わ った昭和20年 代から,日 本では府県と市町村の両 レベルにわたっ
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て,行 政改革が間断なく実施に移 されてきた。

ただ,行 政改革 と呼ばれるものには,大 きく二つのパターンがある。一つ

は,政 策領域にまで踏み込んで,行 政の基本的な枠組みを根本か ら変えよう

とする試みである。それはパ ラダイムの変換 という言葉で表現することがで

きる。いわば 「マクロ行革」 と呼ばれるものである。「上か らの行革」が こ

の類型 に入る。わが国のこれまでの経験では,1981(昭 和56)年 からスター

トを切 った第2次 臨時行政調査会が,こ れに当たるのかもしれない。少なく

とも第2臨 調は当初,そ れまでつついたバ ラマキ予算にメスを入れ,政 策の

基本方針を抜本的に改革することを企図 した。 しか し,族 議員のつよい反発

などで,結 局,こ の試みは中途半端に終わっている(中 帆1984,pp.7～63)。

もう一つは,「 ミクロ行革」である。 これは,行 政の基本は変えず,そ の

方法や手順などに改善を加えようとするものである。 この行革では,行 政の

理念など高度に政治的な問題はあまり問わない。対象は,実 践的で実務に直

結する課題である。・したがって,こ の種類の行革 は,事 務事業が非効率であ

ることや,財 政事情が悪化 したなどを理由に,行 政内部から内発的に起こる

ケースが多い。わが国の例では,1962(昭 和37)年 に発足 した第1次 臨時

行政調査会が,こ の事例にもっとも近い。第1臨 調は,高 度経済成長策が本

格化する時代を控えて,わ が国行政の肥大化を防止することを企図 した。そ

のために,国 家公務員の定員に上限を設けたことなどが記憶に残 る。

そうした行政改革の二つの類型を念頭にしなが ら,こ れまで行われてきた

地方行革をごく簡単にまとめておきたいと考える。

指摘するまでもないが,昭 和20年 代の地方を対象に した改革 は,多 くが

「マクロ行革」であった。戦前の体制を戦後の民主化 した方式に改めるのが,

国と地方を問わず20年 代改革の大 きな目的になった。新 しい憲法が自治を

保証 したこと,あ るいは,地 方自治法が新設されたことなど,そ の事例には

事欠かない。
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昭和30年 代になると,経 済再建が軌道にのる一方,都 市化が進展 しわが

国地方行政は拡張期に入る。 この頃,い くつの自治体で事務改善が試みられ,

「ミクロ行革」の時代が緒についた。いろいろな物資を自治体が まとあて集

中で購入する方法や,そ れを集中管理する方式などが試みられた。たとえば,

昭和30年 代,香 川県が行革では先駆的な業績を残 している。行政組織 と定

員の関係分析や標準行政量の検討など,今 日にも通 じる改革が多数,実 施に

移された。

昭和40年 代には,「 ミクロ行革」 はさらに進度を深め,地 方行政はより高

度化を進めた。 ことにこの時代,行 政の企画機能を重視する構想が生まれた

ことが注 目を引 く。 これによって,各 地の自治体 は行政の計画化に着手 し,

企画主導の行政運営が開始された。一方,こ の時代の中期か ら公害が社会問

題になり,住 民運動が盛んになった。この面からも,自 治体行政は新 しい課

題に対応するための事務事業を中心にした調整が必要になった。

昭和50年 代 は,1973(昭 和48)年 におこったオイルショックの後遺症を

引きずった10年 である。 この頃,国 と自治体はともに財政が逼迫 し,そ れ

までの政策を維持することが最早,で きなくなった。各地の地方自治体では

公務員給与の高さが問題視され,福 祉に住民の批判が集中 した。 昭和50年

代には,そ うした状況を反映 し,地 方行政はそれまでの拡大基調から縮小路

線に,軌 道修正をしなければならなくなった。「マクロ行革」が必要になる

時代であった③。

これまでの地方行革をごく大ざっぱにまとめると,お おむね以上のように

なる。その他にもいくつか,い ちじるしい傾向があった。その要点をつぎに

摘記 しておく。

まず,こ れまでの行革は,昭 和40年 代の一時期を除いて,ほ とんどが市

民の視点を考慮に入れてこなかった。地方行革は,行 政の事務効率を上げる

ことに力点がおかれ,行 革で住民の生活がどのように向上 し,住 民利益がど
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う好転するかなどは,副 次的な意味 しか もたなかった。だれのための行革か

という問題で,従 来の地方行革は大きな宿題を抱えてきた。

つぎに,こ れまでの地方行革は,お おかたが行政部の主導する試みであっ

た。議会が行政改革でイニシアティブをとり,そ れを主導するなどのことは,

ほとんどなかったと言 いうる。一般 に指摘されるように,行 革という分野に

おいても,わ が国の地方議会 は役割が少なく,重 要な機能の担い手にはなら

なか ったというのが,こ れまでの姿である。地方 レベルでは,議 会に代わっ

て労働組合が,大 きな比重を占めてきた。行政の合理化をあ ぐって,組 合が

首長と対立する自治体 も少なくなかった。それが,行 革の進度を妨げてきた

という見方 も出ているω。

(3)今 回調査に見る地方行革の特色一 ミクロ行革

地 方 レベ ル の行 政 改 革 に は,普 通,3つ の異 な る ター ゲ ッ トが あ る。 一 つ

は,行 政 の 量 を 問 題 に し,そ れ を改 善 しよ うと す る試 み で あ る。 財 政 削減 や

事 務 事 業 の ス リム化 な どが,こ の 事 例 に あ た る。 今 ま で の文 脈 で言 う と,こ

れ は,「 ミク ロ行 革 」 と同義 語 で あ る。

二 つ 目に は,質 的 な 課 題 に関 心 をお く行 革 が あ る。 行 政 に市 場 原 理 を導 入

しよ う とす る こ とや,行 政 の 民主 化 に力 点 を お く こ と,あ る い は,答 責 性

(Accountability)を 問 う試 み な ど が,こ れ で あ る。 そ れ らは い ず れ も,自

治 体 の基 本 政 策 に変 更 を 迫 ろ うす る 「マ ク ロ行 革」 と い う こ とが で き る。

三 つ 目 は,二 つ 目の課 題 に似 て い るが,住 民 参 加 の 拡 大 を 目指 した行 政 改

革 で あ る。 す で に触 れ た よ うに,わ が 国 の 行革 で は,.こ れ まで 住 民 と い う視

点 が,や や もす れ ば欠 く こ とが あ った。 これ か らの行 政 で は,透 明 性 や 答

責 性 は避 け て通 れ な い課 題 で あ る。 そ の点 を考 慮 に入 れ る と,住 民参 加 を 行

革 の 三 つ 目 の タ ー ゲ ッ トす る こと に は,十 分 な妥 当性 が あ る よ う に思 わ れ る

(佐 々木,1999,PP.62-70.)。
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指摘するまでもないが,最 近 もっとも多いのは,地 方行政の量を問題にす

る 「ミクロ行革」である0自 治省が量の縮減を問題 にしていることもあって,

財政や事業事務のカットは今や全国の自治体に広がりっっある。ちなみに財

政事情が最悪 といわれる大阪府を例にすると,府 の財政はここしば らく,年

にして5000億 円か ら6000億 円の財源不足になる見通 しである。この額は,

1997(平 成9)年 度に大阪府が予定する税収のおよそ半分にも達する。 そ う

したきびしい状況が予想 される大阪府では,目 下,職 員を1999年 か らの10

年間に7000人 削減することや,職 員の定期昇給を2か 年停止するなどの方

策を実施に移 してきている。

市の代表的な事例として川崎市を見 ると,現 在,1999(平 成11)年 をベー

スにその後5年 間の市税の伸び率が試算 されている(表1参 照)。3つ の異

なるシナリオが作 られているが,市 税が毎年2.4%伸 びないと,5年 間 に合

わせて1200億 円の収支不足が出る。伸び率が1%に 下がると,収 支不足は

1800億 円にまで膨張する。さらに,伸 び率が0%の 場合 には,財 源不は2200

億円である。川崎市の1997年 度の予算規模はおよそ5100億 であった。とな

ると,こ の財源不足は単純に計算 しても,97年 度予算の半分 にまで達す る。

大変 な財源不足という状況が続いているが,そ れに対応するため川崎市は,

「行財政 システム改革の推進に向けた実施計画」を立て,様 々な施策の再検

討を行ってきている(5)。

自治体が目下,模 索 している施策が効果を生むのは,ま だこれから先のこ

とになる。・財政危機からの脱却は,わ が国のほとんどの地方 自治体で,こ こ

当分,最 優先すべき政策課題になるはずである。理想をいうなら,地 方分権

の進展が財政危機を好転 させるきっかけになることが望ましい。分権の推進

が,自 治体財政の赤字を解消することになれば,こ れにこしたことはない。

ところが,分 権によって事務量が増える自治体では,分 権を進めることにも

おカネがかかる。地方分権の進行が,自 治体財政をさらに逼迫 させる可能性
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表1川 崎市の収支試算総括表

(一般会計 ・一般財源ペ ース)

区 分 ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3

市税の伸び率
伸 び2.9% 伸 び率1.C%

平成11年 度 は平成10年 度同様特別減税が ある もの と して積算

伸び率0ρ%

収支不足額 合計

(Hll～15)
約1,300億 円 約1,800億 円 約2,200億 円

収支不足額年 平均

(Hll～15)
約260億 円 約360億 円 約440億 円

(出典)川 崎市資料 「川崎市の財政状況」1999。

も否定できない。ただ,国 の省庁は自治体に対 して財政事情の改善をもとめ

るものの,肝 心の国と地方の財政構造を改革することに関して消極的である。

補助金を管理する中央省庁が抵抗 し,財 政改:革は進展が見られない。 これか

らの推移が懸念される(6)。

また,他 の国と比較すると,わ が国の地方行革では現在までのところ,財

政問題の占める比重がきわめて大 きい。事 務事業の再編成 も,つ まるところ

財政状況の悪化を引きがねにしている。「ミクロ行革」 とはいえ,日 本の場

合は行政実務の手法に関 して,細 かくその中身や方法を改革するという発想

は乏 しい。つねに,財 政 と連動 した行革という形式をとってきている。

言 うまでもなく,財 政問題は大 きな行政課題である。それを無視 して地方

行政の将来は語れない。 とはいえ,財 政か ら切り離 した行革にも目をやる必

要がある。行政実務の細部について微調整を加えることが,長 期的には行政

コストの節約に連なる。たとえば,地 方行革のこれか らの ミニ課題として職

員採用の方法を変更することが考え られる,今 後,わ が国の自治体は政策主

体であり経営機関になることが望まれる。ところが,現 在の職員の採用方法

は,そ うした時代の要請 に即応する制度にはなっていない。ごくありていに

いうと,職 員採用は新卒を対象にした,成 績重視主義が採 られてきている。
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これからの職員採用では,な ぜこのまちの職員になりたいのか,あ るいは,

職員に採用されるとまちはどのように変わるかなどの設問を投げかけるべき

である。積極的な設問をベースにした採用方法をとることによって,地 域に

関す る意識が高 く,地 方の課題 に対 して認識と知識の深い職員が確保される。

中途採用やヘ ッドハ ンティングなど,ミ クロではあるが斬新な人事政策をと

ることが,自 治体のこれからの成長 に大きく関わ って くるはずである(中 砥

1999b)。

(4)マ ク ロ行 革 の現 状 と課 題

現在進行 している地方 レベルの行政改革では,政 治や行政の基本的な枠組

みを変えようとする先進的自治体がいくつか出現 している。従来にはあまり

例を見ない傾向として印象に残 る。財政危機の克服に関心が集中するなか,

行政の質に変革を迫 る 「マクロ行革」 は,三 重県を筆頭に高知県や宮城県,

それに北海道など,リ ーダーシップのある知事を擁する府県に多い。一方,

市町村の間でも市長や町長,そ れに村長が知恵を出 し,地 方行政のパラダイ

ム変換に努力を重ねている例 も見られる。

そのなかでは,三 重県の行革が注目を集めてきている。ただ,三 重県につ

いては,す でに多数の報告が出ている。 ここでは,詳 述は避け要点だけを記

す。1995年 に衆議院議員から知事に転 じた北川正恭氏 は,就 任 と同時に三

重県政を生活者中心の内容に変えることを企図 した。前任者の時代には,カ

ラ出張が慣例化するなど,職 員の綱紀は緩んで,行 政は惰性化 していた。北

川行革は,な によりも職員に意識の改:革をもとめ,彼 らの間に行政が住民主

体であることを徹底することか らはじまった。そのため,県 は行政を住民主

体に改めることを企図 して1996年 に 「さわやか運動推進大綱」 を公表 して

いる。

その一方で,三 重県は他のどの自治体よりも早 く,諸 外国の行政改革に刮
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目し,海 外での実績や手法を集めることにっとめた。三重行革のいち じるし

い特色の一つは,外 国での実績が県の行革案の随所に織 り込まれていること

である。これは職員が実際にニュージーランドなどに赴 き,エ イジェンシー

化や競争入札制度,そ れにマ トリックス予算などの実例を収集 した成果であ

る。

1997年 に三重県は,2010年 を射程に入れた長期計画,「 新 しい総合計画 ・

三重のくにづくり宣言」を発表 した。それを実行するため,毎 年度毎に 「行

政 システム改革」 と呼ばれる実行計画が作 られている。その中身で注目を引

くのは,1996年 度か らスター トした事業評価制度,そ れに1998年 度か らの

委託補助事業の一般入札制度などである。また,予 算についても,従 来の歳

出と歳入だけを公表する方法か ら,民 間企業と同様,資 産や負債なども加味

し,一 般の企業会計に似た制度の採用を決めている。

ただ,北 川知事にとって,行 革は事務事業や財政状況の改善を目指す試み

には終わらないようである。知事に関する限り,行 政改革は県政の基本を変

える,も っとも重要な起爆剤である。そのことを示唆する事例が出ている。

たとえば,三 重県の事務事業評価制度には欠点が多いという意見 もある。実

行効果を疑問視する見方 も少なくない。 しか し,北 川知事がこの制度にこだ

わる理由は,そ れを 「行政革命」を引き起 こす道具に使おうとするか らであ

る。三重県では,事 務事業の整理 という行政の量を問題に しながら,そ れを

行政の質の変換に結びつけようとしている。その意味で北川行革は,「 ミク

ロ行革」を 「マクロ行革」に連動させる興味ある試みである(北 川,1998)。

北海道のケースも,同 じような意味で無視することはできない行政改革に

なってきている。北海道では1995年4月 に堀達也知事が誕生 し,そ れに合

わせて民間の有識者を中心 にした 「道政改革民間フォーラム」が作 られた。

これは,知 事の諮問機関として設置されたものであるが,北 海道ではこの機

関が堀道政を誘導する役割を果た してきている。「民間 フォーラム」 が行革

(157)47



政経論叢 第68巻 第2・3号

の 基 本 方 針 を決 め,そ れ に必 要 な政 策 の創 出 に イ ンプ ッ トを提 供 しな が ら,

最 終 的 に は道 政 ρ あ り方 を転 換 しよ う と して い る。 「マ ク ロ行 革 」 の 代 表 的

事 例 の一 つ に な って きて い る。

「民 間 フ ォ ー ラ ム」 を 主 導 す るの は,北 海 道 大学 法 学 部 で 行 政 学 を教 え る

神 原 勝 氏 で あ る。 神原 氏 を 中心 に した 「フ ォ`一ラム」 の メ ンバ ー は,ほ とん

どが 地 元 出身 者 で あ る。 北 海 道 を代 表 す る銀 行 が破 綻 し,道 経 済 は 底冷 え の

状 況 に あ る。 しか し,北 海道 とい う地 元 に思 い入 れ の つ よい 神 原氏 な どの メ

ンバ ー は,今 が道 政 を 転 換 す るチ ャ ン スだ と考 え て い る。 道 政 を よ り オ ー プ

ンに,よ り透 明度 が 高 く,責 任 体制 が 明 確化 した シ ステ ムに 変 え る,そ の た

め に神 原 氏 を は じめ フ ォ ー ラ ムの メ ンバ ー は,連 日,県 庁 に通 い つ め る と い

う 日々 を過 ご して い る。 事 業評 価 を 目的 に した 「時 の ア セ スメ ン ト」を含 め,

これ か らの 成 り行 きが 注 目 され る(神 原,1997)。

(5)住 民参加と行政の改革

これまで,い ずれの国において も,行 政改革が住民参加という視点か ら討

議されることは,ほ とんどなか った。行革と参加は,国 際的な広が りを見せ

る行革フィーバーがおさまってか らの課題と考えられてきた(Peters,1998)。

すでに指摘 してきたように,わ が国においても自治省はこれまで,地 方行革

に住民参加を織 り込むことにさほど熱心ではなか った。 ところが,1990年

代になると自治省 も住民参加を奨励 し,地 方 レベルの行革に従来 とは異なる

新味を出そうとしている。ただ,こ れは率直に喜べないと疑問をはさむ人び

ともいる。国が住民参加を口にするのは,行 革推進のための応援団作 りとい

う冷めた見方 も出ている。

その真偽 はともか く,現 実 には行革 に住民参加をとり込んだ試みが,様 々

な形で見 られるようになってきている。90年 代行革の興味あ る傾向である

が,そ の一つは,熊 本県の宮原町に見つけることがで きる。人 口5286人 の
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県内でもっとも小 さなこのまちでは,「まちづ くり情報銀行」 というユニー

クな企画を考えてきた。それを中心に,住 民が手作りでまちの発展計画を策

定 している。『小さなまちの大きな挑戦』が,そ の成果であるが,一 連 の発

展を観察 した成果によると,こ のまちでは 「まちづくりの主人公は自分達で

あるという意識が芽生えつつある」 ことが記録 されている。宮原町政は元気

である。活気にあふれ,「独立独歩の町サ ミット」なども開催 して いる。 そ

うした行政にエネルギーがあふれている自治体では,合 併 という行革の究極

的な方法を嫌 う性向がつよいω。

高知県葉山村にも,住 民参加を軸に行革を進ある自治体がある。 ここは,

人口4600人 の小 さいな村である。 この自治体は,全 国でただ一人,女 性が

村長をつとめることで知 られる。吉良史子村長 は,1994年1月 に村長 に就

任 した。 それ以来,村 長は毎年3か 月程度を地区座談会の開催や,女 性によ

る行政対話などに費や している。こうした様々の形式による住民との対話が,

村の行革を進 める追い風になってきた。役場内部からの行革に対する批判の

声 は,ほ とんどな くなったと伝えられる(吉 良,1997,p.97)。

その一方,職 員に対 して村長は,そ れぞれが担当する部署の事務マニュア

ルを作ることを督励 してきた。吉良村長の言葉を借りると,こ れは職員の事

務に対する認識をあ らたにするための ものである。マニュアルを作 らないう

ちは,職 員は惰性でそれぞれの仕事をこなしてきた。 それがマニュアルを作

成することになって変わった。職員は仕事の中身 を認識 しはじめ,そ れを短

縮 したり縮減することに知恵を働かすようになった。行政改革 は案外そのよ

うな普段,気 にとめない小 さなきっかけか ら発展するのかも知れない。

北海道のニセコ町は,町 役場の職員であった逢坂誠二氏が1994年11月 に

町長に就任 し,以 後,様 々な改革を進める行革の先進 自治体である。逢坂町

長は,自 治体行革でもっとも大 きな問題は,住 民 と行政が情報を共有 しない

ことと考えてきた。町民は政治や行政に参加する場をあたえられても,そ れ

(159)49



政経論叢 第68巻第2・3号

を活用 しないというのが,逢 坂町長の感想であった。実際,町 長 は選挙運動

中か ら40数 回にわたって政策懇談会を開催 しているが,町 民の反応 は芳 し

くなく出席者の数 は限 られてきた。町長は,こ れは情報不足に原因があると

考えた。市民がほとんど町のことを知 らないというのが,逢 坂氏の以前か ら

の印象である。

それを補 うため,町 長 は市債の発行などの問題が起 こると,ニ セコ町を他

と比較 し,基 礎的情報を住民に提供す る方法をとってきている。経常経費に

ついても,そ の内容 は住民に分かりやすくをモ ットーに,理 解できる中身に

改める努力を重ねている。広報紙の充実はその努力の一環であるが,逢 坂町

政で広報は重要部分を占める。また,町 長 は 「まちづ くり町民講座」なども

定期的に開催 し,今 まで23回 の集まりをもってきている(1998年9月 現在)。

すべて,行 政情報を住民 と共有するためである。

逢坂町政では,行 政の意思決定過程をオープンにすることも大 きな柱になっ

ている。数年前,行 政サイドから駅前に温泉を新 しく作 るというアイデ ィア

が出てきた。まちおこし政策のひとつであるが,こ の件 に関 して町長 は住民

の意見を尊重することにっとめ,住 民 と合わせて4回 の会合をもった。最初

の3回 では,町 役場が温泉をつ くることに住民は反対 した。 しか し,4回 目

の会合で住民がその必要性を理解 し,6億 円から7億 円の範囲で,駅 前 に公

園温泉をつ くることが決まった。

ただ,住 民との対話を基本に政策をつ くるという過程を通 じて,逢 坂町長

は大 きな課題に直面することになった。住民参加によって生み出される様々

な政策は,論 理性を欠いてバラバラなることがある。住民中心の行政には,

政策の総合調整を行うルール作りが必要というのが,町 長の目下の関心事で

ある(8)。
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4.行 政改革の必要条件と地方行革の類型

これまで紹介 してきたいくっかの事例を参考にするなら,行 政改革が一定

の成果を上げるためには,首 長の リーダーシップは不可欠である。これは,

北海道や三重県,そ れに葉山村やニセコ町の事例にすでに明らかである。そ

れに加えて,首 長が年齢的に若いこと,女 性であること,あ るいは,職 員か

らの転職者であることなど,他 とは異なる特別の経歴や資質を備えているこ

とが,行 革ヘプラスに働 く。マスコミへの露出度が格段にちがう上,な によ

りも地域住民の首長に対する関心度が高い。行革の推進に熱心な首長にとっ

て,マ スコミや住民は改革推進の強力な応援団である。

高知県の橋本知事や宮城県の浅野知事などの例 も,そ の点で重要な事例 と

して念頭に浮かぶ。市町村 レベルにも,山 口県の若い河内山哲朗柳井市長が

実施 している,「ふれあい出前講座」などのケースがある(河 内山,1997)。

そうした事例は,い ずれも異色の首長による改:革という色彩がつよい。ただ,

行革にリーダーシップは重要であるが,つ よい リーダーが指揮する行革 は

「マクロ行革」 に向かうことが多い。 日常の行政事務の方法を改善 すること

よりも,行 政システムの基本を抜本的に変えていこうとするのが,強 力首長

を擁する自治体によく見 られる傾向である。その典型が,「 ミクロ行革」 を

「ゼクロ行革」に結びつけようとする三重県なのかも知れない。 この点は,

すでに見てきた通りである。

地方 レベルの行政改:革が成果を挙げるためにはもう一つ,官 房機能が必要

とされる。 この点でも三重県の事例が注目を引 く。三重県の北川行革を支え

たのは,大 蔵省から出向の総務部長であった。ごく最近までこの職にいた総

務部長は,課 長をはじめ総務課全体を指揮 し,情 報の収集と行革:案の作成に

あたった。また,議 員や住民 との対話にっとめ,北 川行革の必要性を説いて
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まわったのも,総 務部長が率いる総務課体制であった。 こうした戦略型参謀

組織は,地 方行革の成否に大 きく関わるケースが多い。

北九州市 も同 じような補佐組織をもつ自治体である。同市は,長 期にわたっ

て人口の減少 と地域経済の落ち込みを経験 している。同 じ九州の大牟田市な

どと同様,行 革ではすでにいくつかの苦難を乗り越えてきた。行政改革では

すでに 「ベテラン」の自治体である。 ここでも,市 長の リーダーシップが大

きな要素である。末吉興一市長を軸に庁内に32名 は,行 革ワーキンググルー

プを作っている。 この組織が行革の素案を作り,北 九州行革のいわば中枢部

分になっている。

こうした補佐組織に支えられて市長は,こ れまで438回(1998年 現在)

の出前講演をこなしてきた。出席者は,延 べ2万1000人 に達す る。 その成

果の表れであろう,最 近の世論調査で住民は,高 齢者福祉の削減などを含め

て圧倒的に行革を支持 しているとのことである。北九州市にはまた,「 シェ

イプアップ作戦」と呼ばれる計画が進行中である。 これは庁内向けの行革で

あるが,「伸ばすところを先に考える。その後で削 るべ きところを厳 しく洗

い出す」を主旨としている(北 九州市行財政改革推進本部,21世 紀に飛躍

する街へ)。 発想を逆転させ,事 務の効率性を高めようとする施策である。

1998年 度 を参考にすると,将 来については税収が伸 びないなどの問題が

あるにせよ,北 九州市は着実に行革の成果を上げている様子である。要は,

そうした行革が,市 長 とそれを補佐する職員によって生み出されていること

である。官房機能が行政改革で重要なことが,北 九州市の事例か らも読みと

れる(末 吉,1998)。

5.小 指一地方行革 の評価と課題

これまで,地 方行革にはリーダーが必要なことや,補 佐機能が重要である
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ことを説明 してきた。ただ,こ れまで挙げてきた自治体は行政改革の成功例

である。例外であることを忘れてはなるまい。残念ながら大多数の自治体に

は,行 革を積極的に進めようとする リーダーが十分 とは言いがたい。その上,

必要なアイディアを首長に提案する補佐役 も不足 している。 さりとて,地 方

議会には信頼に足る力量は期待できない。そうした状況で,多 くの自治体で

は国か らの指示をまち,自 治省の指令通りに行革大綱の見直しを行っている。

表面上だけの行革を実施 しているのが,現 状のようが気がする。

自治省は,ホ ームページを設けて,地 方行革の進度具合を公表 してきた。

その1999年3月 の資料によると,都 道府県ではほぼ,行 政改革大綱 の見直

しがおわっている。政令指定都市でも,状 況は同 じである。一般市になると,

658市 のなかで,1998年 度内に435市(66.1%),1999年 度内には560団 体

(85.1%)が 見直 し作業を実施することになっている。 町村では,1998年 度

に1373団 体(53.%),1999年 には2107団 体(82.2%)が 見直 しを行 うはず

である(自 治省ホームページ資料,1999)。

今挙げてきた資料は,行 政改:革大綱の見直 しを実施する団体である。 いわ

ば,机 上の計画の手直 しということになる。 これすらまだ実施予定の状況と

いう自治体が少なくない。計画を実行にということになると,実 績はかなり

心もとないものになる可能性がある。

さらに言 うなら,地 方行革で実績を挙げている自治体にも課題が残 る。な

かには,こ れか らの時代を射程におさめて,分 権 ・融合型の行政を考えてい

るところ,あ るいは,自 治体を政策主体や経営主体に成長させることをねら

いにしている地域も見 られる。 しか し,そ れらの成功例においてす ら,ま だ

まだ自治体が政策機関になることや,経 営主体になることに対する準備が不

足 しているという印象を抱 く。 また,今 後の行政 に必要な透明性,答 責制,

参加などについても,こ れまでのとり組みは,そ れ らの課題をどの程度,意

識 しているのか不明な部分な部分が多い。
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これか らの地方行政は現在よりも,よ りきびしい環境におかれる。分権の

時代 に自治体は,い ずれも独 り立ちを迫 られる。今後,地 方行政は中央政府

か らの援助に期待できない。それに代わって,自 治体にはこの先,発 想の新

しい政策はどんどんとり入れるという柔軟性をもっことがもとめられる。 く

り返 しになるが,政 策機関や経営機関のなるための施策がぜひ必要である。

旧態依然とした発想では,時 代を乗 り越えられない。地方行政に新機軸をも

ちこもうという,知 識 と知恵を不断に蓄積することがなによりも必要になる。

そのための行革に他ならず,そ れが地方 レベル改革の要諦である。

《注》

(1)こ の論 文は もともと財 団法人地方 自治研究所 が1998年 か ら2年 間 にわ た っ

て実施 した,地 方 レベルの行 政改革 に関す る調査報 告 と して書かれ たもので あ

る。 今回,筆 者の個人的な都 合でその一部 に加筆 し,こ こに転載す ることに し

た。 なお,報 告書の本文は2000年4月 に 自治総 研叢 書 と して,「 自己責任 の確

立 と地方 行革」(敬 文堂)の タイ トルで出版 され る予定 になって いる。

(2)こ うした行政の実状を観察 した結果,機 関委任事務 にこれ まで とは異な る別

の意義を見 い出 そうとす る意見 も出てい る。 この見方 によると,機 関事務が多

いの は,中 央政府の地方管理 よりも,地 方 自治体 との協働が頻発 している こと

を示すな によりの証拠 と考え られ る。(村 松,1988,pp.1～76)。

(3)わ が国 にお ける行政改革の足跡 に関 して,筆 者 は現在,財 団法人 ・自治総 合

研究所所長の要職 にある佐藤竺氏 よ り貴重 な示唆 を得 ている。

(4)行 政改革 を概念化 した研究 はきわめて少 ない。 ここまで記述 して きた行 政改

革:につ いての様 々な問題 については,Peters(1996)が 参考 になる。 日本 の行

革 を検討 する上 で も教 え られると ころが多 い好著 であ る。

(5)川 崎市面接調査。1998年5月 。

(6)地 方分権 をめ ぐって表 出 した様 々な問題 につ いて,分 権推 進委員会で中心的

な役割 を果 た した西 尾勝 ・現 国際基督教大学教授 が,そ れ らを まとめて公表 し

ている。 西尾,1999。

(7)こ のあた りの論点について は,今 川晃 ・熊本県立大 学教授 か らの示唆 に負 う

ところが大 きい。詳 しくは近 刊の 「自己責任の確立 と地方行革」 に掲載 される

同氏論 文,「 行政改革 と政 策管 理」を参 照。

(8)1998年8月,現 地 ヒア リング調 査。
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